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社会的背景
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・軽度要介護者に対する給付の停止、ケアプランを市町村が管理
・同居家族がいる場合、訪問介護・生活援助サービスの提供への制限

・要支援1,2の認定者を介護保険の適用から外し、自治体実施事業に移行
・年金収入280万以上の利用負担割合を1割から2割に引き上げ
・介護療養病床が2024年3月までに廃止
・年金収入340万以上の利用負担割合を2割から3割に引き上げ
・認知症施策の強化

・介護保険制度導入(2005年以降、3年ごとに改正)

・ICTの活用強化

2000年

2005年

2008年

2011年

2014年

2017年

2020年

2023年

介護ニーズの増大

<1980年～1990年代>

①高齢化の進行
→高齢化が急速に進行
→要介護高齢者も増加

②家族構成の変化
→少子化、女性の社会進出
→介護形態の変化

③介護問題の顕在化
→主介護者の介護負担が集中
→介護離職者の増加
→身体的・精神的負担から介護疲れ

日本の保険制度は何をもたらしたのか,小椋正立他, 2012
介護保険制度改革がもたらした介護の変化,鈴木奈穂美, 2020 
介護保険制度の概要, 厚生労働省, 
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/huku
shi_kaigo/kaigo_koureisha/gaiyo/index.html



目的
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介護保険制度施行前後における家族介護者の生活パターンから、
生活構造の特徴を明らかにする

2000年の介護保険制度導入において、家族介護者に期待された「介護負担の軽減」
「仕事との両立」「生活の質の向上」について、家族介護者の生活時間構造の観点から
検討した研究、特に大規模データを用いて統計的手法によって定量的に分析した研究
は少ない。

着目点
 介護時間の推移
 介護支援（介護サービス）の利用
 就労時間の推移
 他の生活時間（睡眠・食事・余暇）の推移



社会生活基本調査とは
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1. 社会生活基本調査
・総務省統計局によって5年ごとに行われている基幹統計調査
統計法に基づいて行われる調査で、調査対象となった場合、回答する義務が生じる。

・10月の決められた連続する2日間を調査日とする（平日・土日問わない）。

2. 目的・結果
【目的】生活時間配分や余暇時間の活動状況から、国民の社会生活の実態を明らかに

する
【結果】・ワーク・ライフ・バランスの推進

・少子高齢社会対策 等

3. 調査の特徴（調査票A）
【生活時間編】15分単位に「生活行動」と「だれといたか」についての情報
【生活行動編】過去1年間の「学習・自己啓発・訓練」「趣味・娯楽」「スポーツ」

「ボランティア活動・社会参加活動」「旅行・行楽」に関する情報

行政施策の
基礎資料



オンサイト施設とは
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公的統計ミクロデータ（個票データ）
 統計法の改正により、調査研究を目的として、利用が認められた、国の基幹統計。
 国勢調査、社会生活基本調査、人口動態統計、国民生活基礎調査等の集計前の個票データを指す。
 ミクロデータを用いることで、より自由で多様な分析を行うことが可能。

・研究内容の新たな発見・発展への期待
・探索的、創造的な研究が可能

基幹統計：国の行政機関が作成する統計のうち
総務大臣が指定する特に重要な統計。

オンサイト施設
 統計センターと連携して情報セキュリティが確保
された施設。

 許可された研究者のみが入室できる。
 オンサイト施設内に設置されたモニターを使用し、

遠隔操作によってデータを利用する。
 オンサイト施設内には監視カメラが設置されており、

電子機器などの私物は持ち込めない。

公的統計のオンサイト利用
 分析結果は、安全性の確認のための審査を経て、

後日提供される（数週間～数か月）。

健康マネジメント
研究科

田上
統計センター等

社会データ構造化センターより引用
https://csds.rois.ac.jp/research/omd/pj1/
ミクロデータ利用ポータルサイト
https://www.e-stat.go.jp/microdata/data-use/on-site/FAQ#B-1



研究方法
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【データ】  1996年 2006年 2016年 2021年 社会生活基本調査
 調査票A （オンサイト施設を利用したミクロデータ）

【分析対象者】 「25歳以上」  「介護・看護時間が15分以上」と回答した人を抽出
 1996年   9722名
 2006年   9080名
 2016年 11479名
 2021年   8476名 計 38757名

【分析手法】  潜在クラス分析 Latent GOLD 6.0

【変数】  行動の種類20項目から、以下の5項目を変数とした。
  在宅余暇、交流余暇は複数の項目をまとめた。
 「睡眠」
 「食事」
 「介護・看護」
 「在宅余暇」･･･「テレビ・ラジオ・新聞・雑誌」 「休養・くつろぎ」

「交流余暇」･･･「学習・研究」 「趣味・娯楽」 「スポーツ」 「ボランティア・社会参加活動」
 「交際・付き合い」

 「通勤・通学」「仕事」「家事」「買い物」「身の回りの用事」「学業」「育児」「移動」「受診・療養」「その他」

【水準】  2～4水準（四分位数により決定）



分析方法
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＜潜在クラス分析＞
・観測された複数の顕在変数の背後に、観測されない
潜在変数（潜在クラス）が存在すると仮定する確率
モデル。

・母集団が複数の異質な潜在クラスから構成されており、
回答者がいずれかの潜在クラスに属するという前提に
基づく。

マーケティングのデータ分析, 岡太彬訓他, 朝倉書店, 2010 から引用

[潜在クラス]
クラス1,2,3,･･･

睡眠
時間

在宅
余暇
時間

介護
時間

交流
余暇
時間

食事
時間

＜特徴＞
・潜在クラスのサイズを確率で表す。

・分析対象者の各クラスへの振り分けを、所属確率と
して算出する。
→ 所属するクラスは１つに決まらないので、多様な

解釈が可能

・所属確率が最も高いクラスに紐づけられる。



結果
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条件付き応答確率（各クラスに所属する分析対象者が、変数とした項目の時間区分に回答する確率）

短時間介護

長時間介護

クラスサイズ 45.2% 12.0% 11.6% 10.9% 9.5% 8.3% 1.4% 1.1%

項目 水準（時間区分） クラス1 クラス2 クラス3 クラス4 クラス5 クラス6 クラス7 クラス8

390分未満 0.17 0.36 0.29 0.09 0.18 0.06 0.17 1

390分以上450分未満 0.27 0.33 0.32 0.21 0.28 0.17 0.28 0

450分以上510分未満 0.28 0.20 0.23 0.30 0.28 0.29 0.28 0

510分以上 0.28 0.11 0.16 0.40 0.26 0.47 0.27 0

75分未満 0.10 0.34 0.54 0.12 0.25 0.13 0.98 0.44

75分以上90分未満 0.08 0.15 0.16 0.09 0.13 0.10 0.01 0.16

90分以上120分未満 0.34 0.30 0.20 0.34 0.33 0.34 0 0.25

120分以上 0.48 0.21 0.10 0.45 0.29 0.42 0 0.15

45分以上 0.25 0 0.43 0 0.49 0.22 0 0

45分以上90分未満 0.35 0.03 0.35 0 0.34 0.34 0.01 0

90分以上165分未満 0.30 0.24 0.18 0.07 0.14 0.32 0.14 0.08

165分以上 0.10 0.73 0.03 0.93 0.02 0.12 0.86 0.92

105分未満 0.20 0.20 0.39 0.40 0.01 0 1 0.94

105分以上195分未満 0.30 0.30 0.34 0.34 0.05 0.01 0 0.05

195分以上315分未満 0.32 0.32 0.21 0.20 0.26 0.13 0 0

315分以上 0.17 0.18 0.06 0.06 0.69 0.86 0 0

0分=なし 0.50 0.63 0.54 0.89 0.32 1 0.85 0.74

15分以上=あり 0.50 0.37 0.46 0.11 0.68 0 0.15 0.26

クラスの特徴付け バランス型 介護優先型 生活制約型 介護負荷型 余暇重視型 孤立リスク型 介護中心型 介護過重型

睡眠

食事

介護・看護

在宅余暇活動

交流余暇活動



結果 就労、介護・看護時間の推移
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就労時間減少

就労時間増加

(分)

C3 1996 2006 2016 2021

就労 279 295 290 326

介護・看護 55 51 49 52

クラス3
生活制約型

(分)

C1 1996 2006 2016 2021

就労 135 121 109 106

介護・看護 82 77 74 78

クラス1
バランス型

(分)

C6 1996 2006 2016 2021

就労 24 19 19 16

介護・看護 100 93 86 96

クラス6
孤立リスク型

(分)

C5 1996 2006 2016 2021

就労 32 36 34 41

介護・看護 42 42 37 40

クラス5
余暇重視型

(分)

C7 1996 2006 2016 2021

就労 73 109 94 124

介護・看護 478 398 393 377

クラス7
介護中心型

(分)

C8 1996 2006 2016 2021

就労 115 144 145 201

介護・看護 561 508 453 408

クラス8
介護過重型

(分)

C4 1996 2006 2016 2021

就労 43 37 41 40

介護・看護 353 339 334 344

クラス4
介護負荷型

(分)

C2 1996 2006 2016 2021

就労 60 49 56 51

介護・看護 280 279 273 257

クラス2
介護優先型

短時間介護 長時間介護

1996年を基準年とする



結果 クラス別 生活時間の推移
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1996年を基準年とする

(分)

C7 1996 2006 2016 2021

就労 73 109 94 124

介護・看護 478 398 393 377

クラス7
介護中心型

（分）
C7 1996 2006 2016 2021

睡眠 492 486 502 528
食事 45 45 39 36
家事・買い物 140 162 182 159
在宅余暇 32 34 27 22
交流余暇 21 38 17 11

(分)

C8 1996 2006 2016 2021

就労 115 144 145 201

介護・看護 561 508 453 408

クラス8
介護過重型

（分）
C8 1996 2006 2016 2021

睡眠 302 284 293 288
食事 66 61 53 58
家事・買い物 191 199 230 241
在宅余暇 27 33 31 31
交流余暇 26 37 41 36



結果 介護支援（介護サービス）の利用

11

時点別・クラス別の割合

介護支援を受けていない人の割合

クラス7（介護中心型）、
クラス8（介護過重型）ともに減少

週4日未満、介護支援を受けている人
の割合
クラス7（介護中心型）は変化なし
クラス8（介護過重型）は増加

週4日以上、介護支援を受けている人
の割合
クラス7（介護中心型）、
クラス8（介護過重型）ともに増加

1996年 2006年 2016年 2021年
C7 0.73 0.66
C8 0.72 0.63

1996年 2006年 2016年 2021年
C7 0.13 0.13
C8 0.12 0.17

1996年 2006年 2016年 2021年
C7 0.14 0.21
C8 0.16 0.20



考察・結論・今後の課題
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＜考察＞
• 介護支援利用の増加と、介護・看護時間の減少は、家族が担う介護時間の一部が介護支援に

よって代替されている可能性を示唆する。
• 「介護・看護時間の減少」と「就労時間の増加」が同時点で観察されたことは、介護・看護時間の

減少が就労時間の増加と関連している可能性を示唆する。
• 睡眠や食事時間が短いことは、慢性的な睡眠不足や不規則な食生活につながる可能性がある。

また、余暇時間が短いことは、他者との交流機会が限られ、社会的孤立のリスクが考えられる。

＜結論＞
• 介護保険制度導入後、介護サービスの代替的な活用と介護・看護時間の減少、就労時間の増

加という関連性が示唆された。
• しかし、睡眠や食事といった生理的活動時間は十分に確保できておらず、余暇時間も短いことから、

家族介護者の心身の健康維持と社会的なつながりの確保が課題として浮き彫りとなった。

＜今後の課題＞
• 要介護者の介護重症度は調査項目にないため、介護度と介護時間の関連を見ていく必要がある。
• 介護していない人の生活時間の推移と比較検討する必要がある。



オンサイト施設の利用
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2024年3月29日最終更新
（最終確認：2024年11月9日）

ミクロデータ利用ポータルサイト
https://www.e-stat.go.jp/microdata/data-use/on-site-facilities

【設置場所】
・19大学
・統計センター
・情報・システム研究機構
・統計データ利活用センター



資料 公的統計ミクロデータの利活用
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 2009年5月～新統計法改正
⇒匿名データの2次利用が可能

旧統計法

＜行政のための統計＞
行政機関が公表した集計表が
利用できるのみ

専門的な分析が難しい

データ利用が進まなかった

期待されていること
・政策への問題提起
・EBPM（Evidence Base Policy Making :証拠に基づく
政策立案）に基づく課題解決

新統計法（2009年4月～）

＜社会の情報基盤としての統計＞
学術研究目的の使用に限り、匿名性を確保した公
的統計ミクロデータの2次利用可能

匿名データに関する変更点
・公的統計の総合的・計画的整備の推進
・統計調査の対象者の秘密保護の強化
・公的統計作成への行政記録の活用促進
・統計データの利用促進

・公的統計ミクロデータの積極的な利活用
 →政策効果の検証に役立つ証拠となる

統計法について, 総務省
https://www.soumu.go.jp/toukei_toukatsu/index/seido/1-1n.htm
から作成

https://www.soumu.go.jp/toukei_toukatsu/index/seido/1-1n.htm
https://www.soumu.go.jp/toukei_toukatsu/index/seido/1-1n.htm
https://www.soumu.go.jp/toukei_toukatsu/index/seido/1-1n.htm


先行研究
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① 中間の年齢層の働き方－労働時間と介護時間の動向を中心に, 黒田祥子, 2014
2001年、2011年の社会生活基本調査個票データを用いて、30～50歳の介護を担う正規雇用者を対象に、労働時間
や生活時間配分が10年間でどのように推移したかを集計により分析。その結果、介護者数は増加しているが、介護時間は
減少していることから、介護保険制度導入による社会的な支援が機能している可能性を示唆。

② 公的介護保険は家族介護者の介護時間を減少させたのか？－社会生活基本調査匿名
データを用いた検証－, 菅万里, 梶谷真也, 2014
1996年、2001年、2006年の社会生活基本調査のミクロデータを用いて、自宅内で家族を介護する家族介護者を対象
として、介護保険が介護者の介護時間に与えた影響について差の差分析を行った。その結果、高学歴の女性グループにおい
て、介護保険導入が介護時間の減少につながったことが確認された。但し、介護時間の減少が労働時間の増加につながる
ことは示されなかった。

③ 介護サービスは女性の介護時間を減少させるか－都道府県別パネルデータを用いた推定－, 
楠山大暁, 2022
2001年、2006年、2011年、2016年の社会生活基本調査（集計データ）を用いて、介護サービスのうち居宅サービス
の給付が女性の介護時間を減少させているかを同時方程式モデルにより検証した。その結果、居宅サービスの利用量や居
宅サービスに対する自己負担額の増加が介護時間の減少につながる可能性を示唆。

・介護保険制度導入が介護時間の減少につながり、政策的効果が見られた
とする研究。

明らかでない点
・就労時間の増加との関連
・女性の介護と就労の関連



AIC, BIC基準では、値が小さいほど当てはまり
が良いとされる。
AIC基準では、減少継続
モデル７から減少幅が小さくなる

BIC基準では、モデル10で最小
モデル7から減少幅が小さくなる
→解釈可能性の観点からモデル8を選択
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資料 モデルの選択（クラス数の決定）

BIC(LL) AIC(LL)
Model1 474711.7 474600.3
Model2 471992.3 471829.5
Model3 471408.9 471194.8
Model4 471092.4 470826.8
Model5 470872.4 470555.5
Model6 470804.5 470436.2
Model7 470700.8 470281.1
Model8 470689.2 470218.1
Model9 470670.2 470147.7
Model10 470623.8 470049.9
Model11 470650.9 470025.6



資料 潜在クラス分析 多時点データ
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1996年
の介護者

2011年
の介護者

2016年
の介護者

類型化

クラス1

2006年
の介護者

2011年
の介護者

2016年
の介護者

1996年
の介護者

クラス2

2006年
の介護者

2011年
の介護者

2016年
の介護者

1996年
の介護者

クラスn

2006年
の介護者

2011年
の介護者

2016年
の介護者

1996年
の介護者

･････

2006年
の介護者



資料 潜在クラス分析と因子分析・クラスター分析
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潜在クラス分析と因子分析
共通点：①観測された変数の背後にある潜在的な構造を見つけ出す手法
相違点 潜在クラス分析 因子分析

質的データ 量的データ

対象者をいくつかの異質な集団（クラス）
に分類

観測変数間の相関関係を説明する共通
因子を抽出

潜在クラス分析 クラスター分析

質的データ 量的データ

確率モデルに基づいて分類 データ間の距離に基づくアプローチ

個人がどのクラスに所属するかを、確率と
して分類

各対象を一つのクラスターに完全に分類

各クラスに属する確率を計算 最適なクラスター数の決定が主観的

潜在クラス分析とクラスター分析
共通点：①類似したデータ同士をグループに分類する手法

②似た特徴を持つ対象をまとめる
相違点



資料 基礎集計
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各時点における年齢層別の割合

(%) (%)

1996年 2006年 2016年 2021年 1996年 2006年 2016年 2021年

25歳以上35歳未満 9.3 3.8 5.1 3.5 10.5 6.5 5.3 3.1
35歳以上45歳未満 14.2 9.1 8.6 7.2 15.8 11.9 10.6 8.1
45歳以上55歳未満 20.8 15.9 11.7 14.8 25.4 20.3 17.2 14.5
55歳以上65歳未満 20.8 30.4 25.9 24.7 23.4 29.5 28.3 28.9
65歳以上75歳未満 21.1 22.2 26.6 26.9 18.0 19.7 22.9 26.3
75歳以上84歳未満 12.0 14.8 16.4 16.5 6.3 10.4 11.9 14.9
85歳以上 1.8 3.9 5.8 6.4 0.6 1.6 3.8 4.1

年齢層別
男性 女性

1996年 2006年 2016年 2021年 性別総数

分析対象者　　　男性 2071 2253 3029 2455 9808

女性 7651 6827 8450 6021 28949

時点別総数 9722 9080 11479 8476 38757



資料 クラス別年齢分布
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中年期（45-64歳)介護
約半数が中年期にあたる

高齢期（65歳以上)介護
約半数が高齢期にあたる

壮年期（25-44歳)介護
各クラス内の20-30%にあたる



資料 介護支援（介護サービス）の利用
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時点別・クラス別の割合

1996年 2006年 2016年 2021年
C7 0.73 0.66
C8 0.72 0.63

1996年 2006年 2016年 2021年
C7 0.13 0.13
C8 0.12 0.17

1996年 2006年 2016年 2021年
C7 0.14 0.21
C8 0.16 0.20

（人）
1996 2006 2016 2021 クラス数

C7 212 152 194 151 709
受けていない 111 129
週に4日未満、受けている 19 25
週に4日以上、受けている 22 40

C8 173 138 197 114 622
受けていない 99 125
週に4日未満、受けている 17 33
週に4日以上、受けている 22 39



資料 クラス別 生活時間の推移（就労、介護以外）
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クラス3
生活制約型

クラス1
バランス型

クラス6
孤立リスク型

クラス8
介護過重型

クラス7
介護中心型

クラス4
介護負荷型

クラス2
介護優先型

平均介護時間
78分

平均介護時間
93分

平均介護時間
273分

平均介護時間
343分

平均介護時間
51分

平均介護時間
40分

平均介護時間
416分

平均介護時間
487分

1996年を基準年とする

（分）
C1 1996 2006 2016 2021

睡眠 457 454 451 460
食事 116 117 121 120
家事・買い物 229 228 219 234
在宅余暇 182 188 192 201
交流余暇 81 87 88 76

（分）
C6 1996 2006 2016 2021

睡眠 522 518 512 510
食事 108 110 106 107
家事・買い物 139 154 152 155
在宅余暇 444 438 450 460
交流余暇 0 0 0 0

（分）
C3 1996 2006 2016 2021

睡眠 416 410 413 419
食事 51 52 48 48
家事・買い物 220 212 208 206
在宅余暇 114 117 111 109
交流余暇 112 105 103 75

（分）
C5 1996 2006 2016 2021

睡眠 454 441 436 430
食事 85 83 84 83
家事・買い物 159 174 172 174
在宅余暇 414 415 438 443
交流余暇 128 124 109 106

（分）
C2 1996 2006 2016 2021

睡眠 388 384 377 378
食事 77 79 77 77
家事・買い物 220 218 215 218
在宅余暇 214 231 243 272
交流余暇 56 58 57 51

（分）
C4 1996 2006 2016 2021

睡眠 484 483 488 499
食事 120 119 127 122
家事・買い物 182 190 178 177
在宅余暇 120 124 123 118
交流余暇 6 8 4 9

（分）
C7 1996 2006 2016 2021

睡眠 492 486 502 528
食事 45 45 39 36
家事・買い物 140 162 182 159
在宅余暇 32 34 27 22
交流余暇 21 38 17 11

（分）
C8 1996 2006 2016 2021

睡眠 302 284 293 288
食事 66 61 53 58
家事・買い物 191 199 230 241
在宅余暇 27 33 31 31
交流余暇 26 37 41 36



資料 就労、介護・看護時間の推移（女性）
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就労時間減少

就労時間増加

クラス3
生活制約型

クラス1
バランス型

クラス6
孤立リスク型

クラス5
余暇重視型

クラス7
介護中心型

クラス8
介護過重型

クラス4
介護負荷型

クラス2
介護優先型

短時間介護 長時間介護

（分）
C1 1996 2006 2016 2021

就労 116 105 98 91
介護・看護 82 76 73 78

（分）
C6 1996 2006 2016 2021

就労 16 15 14 15
介護・看護 98 85 78 91

（分）
C3 1996 2006 2016 2021

就労 247 260 272 295
介護・看護 55 53 51 53

（分）
C5 1996 2006 2016 2021

就労 25 33 31 38
介護・看護 43 42 37 41

（分）
C2 1996 2006 2016 2021

就労 56 43 53 50
介護・看護 280 270 266 255

（分）
C4 1996 2006 2016 2021

就労 39 31 38 36
介護・看護 348 333 327 335

（分）
C7 1996 2006 2016 2021

就労 51 107 84 111
介護・看護 489 405 371 347

（分）
C8 1996 2006 2016 2021

就労 89 127 125 168
介護・看護 552 508 452 408

1996年を基準年とする



資料 就労、介護・看護時間の推移（男性）
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就労時間減少

就労時間増加

クラス3
生活制約型

クラス1
バランス型

クラス6
孤立リスク型

クラス5
余暇重視型

クラス7
介護中心型

クラス8
介護過重型

クラス4
介護負荷型

クラス2
介護優先型

短時間介護 長時間介護

（分）
C1 1996 2006 2016 2021

就労 211 174 142 151
介護・看護 84 83 76 78

（分）
C3 1996 2006 2016 2021

就労 427 433 362 416
介護・看護 54 44 41 47

（分）
C6 1996 2006 2016 2021

就労 39 25 25 18
介護・看護 106 107 97 104

（分）
C5 1996 2006 2016 2021

就労 44 40 40 46
介護・看護 41 43 36 39

（分）
C7 1996 2006 2016 2021

就労 207 119 121 150
介護・看護 413 365 453 440

（分）
C8 1996 2006 2016 2021

就労 225 251 237 316
介護・看護 598 508 458 407

（分）
C2 1996 2006 2016 2021

就労 84 76 66 52
介護・看護 285 315 295 262

（分）
C4 1996 2006 2016 2021

就労 58 62 53 50
介護・看護 377 363 354 365

1996年を基準年とする



資料 介護者と非介護者の全体の生活時間平均
（1996年を基準年とした変化率）
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対象者数(n) 392727 286088 289987 279320
（分）

項目 1996年 2006年 2016年 2021年
睡眠 474 472 470 482
食事 104 104 106 105
就労 237 213 200 188
家事・買い物 135 136 132 139
在宅余暇 251 259 273 290
交流余暇 96 100 94 82
介護・看護 0 0 0 0

対象者数(n) 9722 9080 11479 8476
（分）

項目 1996年 2006年 2016年 2021年
睡眠 455 450 446 456
食事 103 103 102 103
就労 109 103 100 96
家事・買い物 206 209 202 207
在宅余暇 199 214 227 243
交流余暇 62 69 69 57
介護・看護 156 137 124 128



資料 介護支援（介護サービス）の利用
介護・看護時間の長さで比較
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資料 介護中心型 (クラス7）の年齢層別
就労・介護時間の推移
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45歳未満 45-54歳

55-64歳 65歳以上



資料 介護過重型 (クラス8）年齢層別
就労・介護時間の推移
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45歳未満 45-54歳

55-64歳 65歳以上



資料 クラス別 世帯年収
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・どのクラスも200-500万の年収がある人が多い（2023年の調査では全体の38.1％がこの範囲に入る）。
・どのクラスも200万未満の所得者は増加傾向にある。1996年と比較し、増加幅が最も大きいのはクラス7の11％、次いでクラス8の10%。
・クラス3,7,8の壮年期である人が一定数いるクラスで、クラス3は高所得者の割合が他のクラスより高く、クラス7,8はばらつきが見られ、高所得者の減少幅
が5％以下と小さく、所得格差が見られる。
・クラス５は高所得者の減少幅が最も大きい。
・高齢期にある人が多いクラス4,5,6において、クラス4と6は就労時間が減少しているため、200万未満は20％を超えている。
・クラス1,2は半数が中年期に当たる人が多いクラスだが、就労時間は減少しているクラスでもあり、年収としては低くなる

国民生活基礎調査, 厚生労働省, 所得の分布状況,
https://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/k-tyosa/k-tyosa23/dl/03.pdf
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各クラスの条件付き応答確率
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各クラスの条件付き応答確率
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各クラスの条件付き応答確率
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各クラスの条件付き応答確率



同居する家族介護者の年次推移
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介護離職者の推移
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孤独と孤立

36

孤独
主観的概念であり、「寂しい」という感情を指す。

孤立
客観的概念であり、他者とのつながりや助けのない、または少ない状態
を指す。

孤独・孤立対策の基本理念・基本方針等に関する議論の整理,内閣官房, 
www.cas.go.jp/jp/seisaku/juten_keikaku/dai2/siryou5.pdf 

孤独・孤立対策の重点計画, 生活困窮者自立支援のあり方等に関する論点整理のための検討会（第2回）, 令和4年1月24日
https://www.mhlw.go.jp/content/12000000/000885368.pdf



社会的孤立の定義

37

孤立については英国の社会学者のピーター・タウンゼントによる
「家族やコミュニティとほとんど接触がない」との定義が、
国内でよく用いられている。

 社会的孤立とは、
・家族や地域社会との交流が、客観的にみて著しく乏しい状態。
・家族と同居していても、家族との日常的な交流がないうえに外部の近隣・友人とも接触が乏しい。

平成22年高齢者白書, 内閣府

 日本では、社会的孤立の明確な定義はない。

生活時間からみた社会的孤立のリスクとは、
「人と交流がある余暇活動時間が少ない」 ことが挙げられる。

食事時間からも家族との時間があるかどうかがわかる。
食事時間が短いことは、「家族との団らんの時間」としての位置づけにない。

人と交流がある余暇活動とは、
・社会交流（自宅外での家族、その他の人との交流、交際・付き合い）
・社会参加（ボランティア活動、スポーツ、趣味等を通して、人と交流する活動への参加）

藤森克彦,杉山京, 中年未婚者の社会的孤立の実態とその特徴, 2021
宮寺良光,被保護高齢者世帯の生活困窮化要因分析を踏まえたナショナル・ミニマムの検討, 社会政策学会誌, 2022



社会生活基本調査 行動の種類

38www.stat.go.jp/data/shakai/2021/pdf/pointa.pdf

用語の解説より



社会生活基本調査 行動の種類
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1

2

3

4

5

6

7

社会生活基本調査
H28用語の解説から抜粋



社会生活基本調査 調査票A・調査票B

41

調査票A プリコード方式
・生活時間配分を把握する調査について、昭和

51年の調査開始以来、採用している方式。
・過去の調査結果との時系列比較が可能。

調査票B アフターコード方式
・日記をつけるように自由に回答を記入してもらい、

集計の段階で、分類基準に従って分類コードを
与える方式。

・平成13年の調査から導入された。
・諸外国の生活時間調査の多くに採用され
国際比較が可能。

調査票Aと調査票Bの生活時間欄の違いについて, 統計データ, 総務省統計局, 
https://www.stat.go.jp/data/shakai/2011/time/index.html



介護保険サービスを利用できる施設一覧

42

種類 詳細

介護保険施設

介護老人保健施設（老健） 在宅復帰と在宅療養支援を行うための施設。
原則65歳以上で「要介護１」以上の介護認定を受けている人が対象。

介護老人福祉施設
（特別養護老人ホーム）

24時間の介護サービスの提供を目的とした施設。
入居条件は要介護３以上で、看取りに対応。

介護療養型医療施設
長期療養を必要とする比較的重度の要介護者に対し、介護や必要な
医療を提供する施設です。
2023年度に廃止。

介護医療院
要介護者の長期療養と生活支援を目的とした施設。
入居条件は65歳以上の「要介護１」以上の介護認定を受けている人。
2023年の介護療養型医療施設の廃止に代わって2018年にスタート。

特定施設入居者生活介
護
（都道府県が定めている
「運営基準」「人員配置
基準」「設備基準」を満た
す必要がある）

介護付き有料老人ホーム 特定施設入居者生活介護の指定を受けた施設で、充実した介護体制
が整っている。

住宅型有料老人ホーム 生活支援等のサービスがついた高齢者向けの老人ホーム。基本的に、自
立～軽度の要介護の60歳以上の人が対象。

サービス付き高齢者向け住宅
生活の自由度が高く、自立の方や要支援、要介護度が比較的低い人
が多く入居。困りごとの相談ができる生活相談サービスや定期的に施設
内を巡回する見守りサービスが受けられ、一人暮らしの人が安心して入居
できる。

軽費老人ホーム（ケアハウス）

Ａ型、Ｂ型、ケアハウスの３種類がある。A型は、高齢等のため独立して
生活するには不安があり、家族による援助を受けることが困難な人が対
象。B型は、Ａ型の要件に加えて、自炊が可能な人が対象。ケアハウスは、
身体機能の低下により自立した日常生活を営むことに不安がある方で
あって、家族による援助を受けることが困難な人が対象。

地域密着型 認知症対応型共同生活介護
（グループホーム）

介護が必要になった状態でも、できる限り住み慣れた地域で生活を続け
られるよう支援するサービス。
利用できるサービスは原則として、住民票のある地域のサービスに限定。
独立行政法人福祉医療機構：https://www.wam.go.jp/content/wamnet/pcpub/top/



介護サービスとは

43

介護保険制度について, 厚生労働省, https://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-12300000-
Roukenkyoku/2gou_leaflet.pdf



介護度とは

44

介護度とは、要介護認定、要支援認定で判定される介護の必要性の程度

要介護区分：介護保険制度では、寝たきりや認知症等で常時介護を必要とする状態（要介護
態）になった場合や、家事や身支度等の日常生活に支援が必要であり、特に介護予
防サービスが効果的な状態（要支援状態）になった場合に、介護の必要度合いに応
じた介護サービスを受けることができる。

要支援： 要支援1と要支援2があり、身体・精神障害により、6か月にわたり、継続して日常生活の
一部に支障がある状態

要介護： 要介護1、2、3、4、5の5段階あり、身体・精神障害により、6か月にわたり、日常生活動
作の一部または全面に介助を必要としている状態

引用元：公益財団法人長寿科学振興財団, 健康長寿ネット, 
https://www.tyojyu.or.jp/net/index.html 



特定疾病とは

45

介護保険制度について, 厚生労働省, https://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-12300000-
Roukenkyoku/2gou_leaflet.pdf



【参考資料】 潜在クラス分析の段階推定法とは
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加藤諒, 星野崇宏他, 反復横断データから消費者セグメントの構成比の変化・生成・消滅を理解するための潜在クラスモデルと段階推定法, 2015

2006 2011 2016

クラス1

クラス2

クラス3

クラス4

クラス5

･･･

クラスn

50%

40%

10%

40%

35%

20%

5%

35%

30%

25%

10%

消失 消失

保持 保持

保持 保持

保持

消失

生成 生成

生成

生成

段階推定法とは、
反復横断データを用いて、潜在クラス分析による類型化によってできた潜在クラスを各時点ごとに追跡する、潜在クラスの
推移をみる手法。

＊数値（%）は各クラスの構成比を表す。
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